
深谷市 16

面　積 市町村類型 Ⅲ－１ Ⅰ－４ 区  　分 決算額 構成比 増減率 うち経常一般財源収入 区  　分 増減率

令 和 2 年 141,268人 令 和 2 年 1,021人 地方税 19,639,456 29.3 △ 2.3 139,476 円 19,090,982 議会費 0.6 円

平 成 27 年 143,811人 平 成 27 年 1,039人 第１次 第２次 第３次 地方譲与税 654,636 1.0 0.7 4,649 円 654,636 総務費 14.3 円

増 加 率 -1.8% 令 和 2 年 67,067人 5,070人 19,588人 42,343人 利子割交付金 8,632 0.0 34.9 61 円 8,632 民生費 11.1 円

R7.1.1 140,809人 平 成 27 年 66,775人 7.6 29.2 63.2 配当割交付金 164,437 0.2 40.6 1,168 円 164,437 衛生費 △ 17.4 円

R6.1.1 141,419人 5,446人 20,364人 40,708人 株式等譲渡所得割交付金 236,186 0.4 73.7 1,677 円 236,186 労働費 △ 9.1 円

増 加 率 -0.4% 8.2 30.6 61.2 地方消費税交付金 3,511,670 5.2 5.3 24,939 円 3,511,670 農林水産業費 △ 6.1 円

ゴルフ場利用税交付金 47,414 0.1 15.2 337 円 47,414 商工費 △ 18.3 円

自動車税環境性能割交付金 144,051 0.2 13.7 1,023 円 144,051 土木費 46.9 円

法人事業税交付金 310,955 0.5 12.7 2,208 円 310,955 消防費 3.3 円

地方特例交付金 793,176 1.2 399.8 5,633 円 793,176 教育費 △ 10.9 円

地方交付税 9,173,831 13.7 8.6 65,151 円 8,478,549 公債費 1.5 円

   うち　普通交付税 8,478,549 12.6 9.3 60,213 円 8,478,549 災害復旧費 0.0 円

　　　    特別交付税 695,282 1.0 0.3 4,938 円 0 諸支出金 -

交通安全対策交付金 18,882 0.0 △ 3.7 134 円 18,882 繰上充用金 -

分担金・負担金 544,134 0.8 8.1 3,864 円 0 合　　計 5.7 円

使用料・手数料 540,521 0.8 2.0 3,839 円 0

国庫支出金 13,369,715 19.9 16.1 94,949 円 - × ○ ○

県支出金 4,617,270 6.9 8.7 32,791 円 - ○ × ×

財産収入 696,540 1.0 △ 25.5 4,947 円 0 × × ○

寄附金 1,085,905 1.6 8.0 7,712 円 - ○ × ×

繰入金 2,854,974 4.3 134.7 20,276 円 - × ○ ×

繰越金 4,418,287 6.6 △ 0.7 31,378 円 - ○ × ○

諸収入 2,097,412 3.1 △ 29.0 14,895 円 34,395

地方債 2,205,800 3.3 △ 19.4 15,665 円 -

構成比

区　   分 決算額 構成比 増減率

職員数 平均年齢 人件費 9,805,997 15.7 4.1 69,640 円

670 43.3歳    うち　職員給 6,356,227 10.2 2.5 45,141 円

57 40.6歳 扶助費 18,544,853 29.7 8.9 131,702 円

223 39.7歳 公債費 3,488,212 5.6 1.5 24,773 円

16 54.6歳 物件費 10,487,275 16.8 △ 5.6 74,479 円

- - 維持補修費 123,953 0.2 △ 11.3 880 円

966 42.5歳 補助費等 3,870,420 6.2 △ 6.4 27,487 円

決算額    うち　組合分 1,271,241 2.0 △ 9.7 9,028 円

32,536 　 　　　組合分以外 2,599,179 4.2 △ 4.7 18,459 円

686,947 繰出金 5,120,410 8.2 4.3 36,364 円

- 貸付金 80,587 0.1 △ 11.0 572 円

- 投資及び出資金 209,898 0.3 4.2 1,491 円

- 0.0 積立金 3,933,696 6.3 24.0 27,936 円

1,908,935 2.8 普通建設事業費 6,809,377 10.9 24.7 48,359 円

1,292,232    うち　補助事業 3,348,628 5.4 262.7 23,781 円

- 　 　　　単独事業 3,458,768 5.5 △ 23.7 24,564 円

1,919,243 　　 　　その他 1,981 0.0 △ 30.1 14 円

災害復旧事業費 0 0.0 0.0 0 円

30,651,185 91.5

-

実 質 徴 収 率 98.3 合　　計 62,474,678 100.0 5.7 443,683 円 39,136,920

-

老人保健医療事業 1,958,050 - -
定 額 運 用
基金現在高

土 地 開 発
基 金

1,487,000

国民健康保険事業
計 19,639,456

後期高齢者医療事業会計
徴 収 率 98.3

1,981 - -

収 益 事 業 収 入 額 70,000 合　          計 5,839,893

0 -

特 定 目 的
基 金

12,048,711
宅地造成事業 入 湯 税 4,905 2,789,988

100.0
255,127 -

199,898 170,898 0.5

- -

介護保険事業 都 市 計 画 税 548,474 2,215,158 - -

0.0
1,836,991 1,362,140 4.1

下水道事業 4,256,064 3,613,016 10.8

積 立 金
現 在 高

財 政 調 整
基 金

16,829,006
上水道事業

特 別 土 地 保 有 税 0

減 債 基 金 1,693,529
農業集落排水事業

その他の法定普通税 - -
0 0 0.0

特定地域生活排水事業

2,461,300 7.3

区　      分 公営企業等への繰出 1,099,160 1,099,160 3.3

合       計 328,041円
市 町 村 た ば こ 税 1,041,421 5.3

2,936,151

6,869,417 20.5

臨時職員 - 94,167 63,997 0.2

技能労務職員 336,093円
軽 自 動 車 税 523,258 2.7

7,420,576

5,107,676 15.2

消防職員 314,784円 3,443,748 3,443,748 10.3

教育公務員 318,771円
固 定 資 産 税 8,987,090 45.8

6,855,676

8,921,133 26.6

一般職員 333,049円 5,628,333 - -

区　     分 １人あたり給料月額
法 人 1,355,915 6.9

8,925,494

歳     　出　     内     　訳    　（  　性    　質    　別　  ）

住民１人当 一般財源 うち経常一般財源 経常収支比率

5.7 476,772 円 33,493,965合　　計 67,133,884 100.0

実質単年度収支
（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）Ｊ

601,046 645,931

区     　分 決　算　額

市 町 村
民 税

　　　　　　　　　　Ｉ 職員１人あたり人口 146人 

個 人 7,178,393 36.5

小 ・ 中 学 校 介 護 保 険

　　　　　　　　　　Ｈ 地方債現在高の標準財政規模に対する割合 136.2

積立金取崩額
242,495 1,655,258

債務負担翌年度以降支出予定額 29,811,384

繰上償還金
0 0

財政調整基金残高の標準財政規模に対する割合 51.0 民 生 ・ そ の 他

常 備 消 防 国 民 健 康 保 険

　　　　　　　　　　Ｇ ラスパイレス指数 97.5 老 人 福 祉 施 設 消 防 災 害 補 償 老 人 保 健

積立金
1,005,593 1,886,548

地方債現在高 44,989,939 総 務 ・ そ の 他

　　　　　　　　　　Ｆ 将来負担比率 - 事 務 機 共 同 火 葬 場 収 益 事 業

じ ん か い 処 理 教 育 ・ そ の 他

単年度収支
△ 162,052 414,641

実質公債費比率 △ 1.5 退 職 手 当 し 尿 処 理 そ の 他

実質収支
3,525,588 3,940,229

実質赤字比率 - 一　部　事　務　組　合　加　入　の　状　況

　（Ｃ－Ｄ）　　　 Ｅ 連結実質赤字比率 - 議 員 公 務 災 害

- - -

　　　　　　　　　　Ｄ 経常収支比率 91.5 62,474,678 100.0 443,750 39,136,920

翌年度に繰越すべき財源
892,699 718,977

公債費負担比率 7.9 0

0.0 0 0

　　　　　　　　　　Ｃ 実質収支比率 11.9 0 - - -

歳入歳出差引額
4,418,287 4,659,206

財政力指数 0.71 0

2,023,625

10.6 47,117 5,015,884

　　　　　　　　　　Ｂ 標準財政規模 33,029,565 3,488,212 5.6 24,773 3,443,748

歳出総額
59,089,939 62,474,678

標準税収入額等 24,393,343 6,634,452

5.4 24,133 796,540

歳入総額
63,508,226 67,133,884

基準財政需要額 27,721,204 6,270,518 10.0

区     　分 令和5年度 令和6年度 区   　分 指　数　等 3,398,117

44,532 3,651,812

　　　　　　　　　　Ａ 基準財政収入額 19,280,151 2,325,528 3.7 16,515

国 勢 調 査
人 口 密 度

産　業　構　造 286,103 0.5 2,032 286,103

区   　分 7,593,137 12.2 53,925 6,070,917

人 口 集 中
地 区 人 口

基 本 台 帳

3,742,448 6.0 26,578 3,202,870

R7.1.1 世 帯 数 63,745 平成27年
54,876

就 業
人 口

令 和 2 年
27,506,091 44.0 195,343

0.1 390 14,876

1,175,196 1.9 8,346 988,390

13,642,155

令 和 6 年 度 普 通 会 計 決 算 状 況

（単位：千円 ・％）

歳　   入   　内   　訳 歳  　出  　内  　訳  　（ 　目　 的　 別 　）

人   　口 138.37  ｋ㎡ R6年度交付税種地区分 住民１人当 決算額 構成比 住民１人当 一般財源


